


 本県では、廃炉・汚染水対策、除染・中間貯蔵施設への搬入、被災者の生活再建、インフラ復旧、復興まちづくり、
風評被害など県全域で原子力災害は継続中であり、復興は平成２８年度以降５年で終わらず、長期に及ぶもの。 

 復興が長期に及ぶ本県においては、将来の財政悪化が懸念されることから、今後５年間における負担を極小化すべき。 
  その上で、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックにおいて福島の復興を世界に発信すべく復興を加速化。 
 全額国庫負担の「基幹的事業」や「原子力災害由来事業」、地方負担が大幅に拡大する「一般会計等へ移行する事

業」などの具体的な範囲を早期に示し、被災自治体の声を丁寧に聞きながら、地方負担については実情に応じ、きめ
細やかに対応すべき。 （参考）復興需要の見通し Ｈ２８～Ｈ３２（５年間） ： （合計） 最低でも約 ３．５７＋α（東電求償分）兆円（復興財源所要額約２．４９兆円） 

〔福島県〕 

〈廃炉・汚染水対策〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈除染・中間貯蔵施設〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  <産業復興> 

 〈避難生活〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈公共インフラ〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【廃炉】 
 ・溶融燃料の取出開始は早くてもH32年度 
 ・廃炉終了予定は30～40年後 
【汚染水対策】 
 ・凍土遮水壁や高濃度汚染水の処理等 
  の目処が立っていない。  

【除染（43市町村）】 
 ・除染実施計画に基づき、概ねH28年度  

  までを目標に除染を実施 
 ・帰還困難区域の除染、森林除染、追加 
  的除染の方針が未決定 
 ・仮置場、現場保管場所の状況 
  （87,658カ所［H26.12］） 
 

【中間貯蔵施設への搬入（43市町村）】 
 ・H27.3パイロット輸送開始(概ね1年間) 
 ・県内広域に及ぶ輸送ルート 
 ・本格輸送に向けた道路交通対策 
 ・施設と輸送の安全性確保・周辺対策 

【避難者数】 
 ・113,983人（県内67,782人、県外46,170人） 

  （受入団体数：県内37市町村、県外46都道府県） 

【仮設住宅等】 
 ・34,004戸（仮設住宅16,607戸、借上住宅 17,397戸） 

【災害公営住宅】 
 ・地震・津波被災者 1,607戸/2,702戸完成 
 ・原発避難者      509戸/4,890戸完成 
   

【鉱工業生産指数（H22=100）】 
 ・H23:88.9↗H24:92.5↘H25:90.0↗H26:93.5 
【農業・林業産出額】      
 ・（農業）H25:87.9（H22=100） 
 ・（林業）H25:68.5（H22=100） 
【観光】 
 ・観光客入込数 H25：84.5（H22=100） 
 ・教育旅行    H25：44.9（H21=100） 
【雇用】 
 ・有効求人倍率は回復しているが、建設 
 （3.16倍）、事務的職業（0.45倍）と業種・地 
 域間格差あり 

【災害復旧工事】 
 ・全県の完了率６８％（うち浜通り５７％） 
 ・居住制限区域・帰還困難区域では未だ 
  災害査定が未了。 
 
 
 
【復興道路整備状況】 
 ・社会資本整備総合交付金（復興枠・道 
  路）ではH32年度までに残事業の５７％ 
  を整備予定。 
 

 ・上記のうち、ふくしま復興再生道路（８路 
   線）は、H32年度までに残事業の８８％を 
   整備予定。 
  ※ふくしま復興再生道路（小名浜道路、県道吉 
   間田滝根線、原町川俣線、小野富岡線、国道 
   399号、114号、288号、349号） 
 

 ・相馬福島道路（国道115号、国直轄事 
   業）は、H30までに全体の７５％が開通 
    予定。 
 

長期かつ 
全県的影響 

未だ11万人を
超える避難者 

産業基盤の未回復 
風評被害の継続 

未だ復旧段階 

復興道路整備は
これから本格化 
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（１）平成２７年度限りで終了するとされた事業 

□ 平成２７年度限りで終了する事業や一般会計等で対応する事業については、引き続き実施する必要がある場合には 
 多額の地方負担が発生することから、被災自治体の声を丁寧に聞きながら、地方負担については実情に応じ、きめ細 
 やかに対応すべき。 
□ 特に以下については現時点において再検討が必要。 

○ 被災者・避難者に対する相談・見守り、事業者の再建サポート、農産物等の放射線測定、避難地域における防犯パトロール、サテライト校 
 の寮スタッフなど、復興に不可欠な事業のマンパワー不足に活用しており、継続は必須であることから、緊急雇用ではない新たな事業を復 
 興特会で創設すべき。 

① 震災等緊急雇用対応事業 （H27 雇用者 3,690人分） 

○ 「福島県再生可能エネルギー次世代技術開発」は、原子力災害を受けた本県復興の柱である再エネ関連事業（藻類ﾊﾞｲｵﾏｽ等）であり、 
 引き続き必要。 
○ 「県外自主避難者等への情報支援事業」は、県外避難者が未だ約47,000人いることを踏まえれば、引き続き必要。 
○ 「被災農家経営再開支援事業」は、除染のため農地復旧が終了していない本県では、これから必要なもの。 
○ 「農地等の放射性物質の除去・低減技術の開発」は、土壌汚染が著しい帰還困難区域等の農業再開の技術確立が今後必要。 
○ 「『新しい東北』先導モデル事業」は、採択・事業された取組を地域に定着させるとともに、水平展開するための支援策が今後必要。 

② その他復興特会で継続すべき事業 

（２）一般会計等で対応するとされた事業 

○ 本県は、県全域において原子力災害の影響（除染、中間貯蔵への搬入、風評被害等）を今もなお受けており、かつ、本県の復興は長期を 
 要することから、今後５年間の負担を極小化すべく、事業費の大きい道路等公共事業について、原則「復興枠」で対応するとともに、必要な 
 財源を十分に確保すること。 

① 社会資本整備総合交付金（復興枠） 

○ 「ふくしま森林再生事業」「森林整備事業（災害に強い森林づくり）」は、放射性物質の削減を目的とする事業でもあり、今後も必要。 
○ 「地域公共交通確保維持改善事業（被災地域地域間幹線系統確保維持事業）」は、原子力災害の影響に伴う急激な人口減少の中、県全 
 体にわたる地域の生活交通確保が今後も必要。 
○ 「事業復興型雇用創出事業」は、原子力災害により失われた本県の産業基盤や雇用を回復するため、グループ補助金や企業立地補助 
 金等の産業政策と一体となって行う雇用面からの支援制度であり、今後も必要。 

② その他復興特会で継続すべき事業 
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□ 原子力災害により失われた産業基盤や雇用は未だ県全域において回復しておらず、特に、浜通りが厳しい状況。 
    ・鉱工業生産指数 （H22：100 ↘ H23：88.9 ↗ H24:92.5 ↘ H25:90.0 ↗ H26:93.5（直近１年 91.5）） 
    ・事業所数      （H25の県全域はH22の91.4％  H25の相双・いわきはH22の78.4％） 
    ・従業員数      （H25の県全域はH22の90.9％  H25の相双・いわきはH22の81.3％） 
            ・製造品出荷額等 （H25の県全域はH22の92.2％  H25の相双・いわきはH22の84.6％） 
 

□ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックまでに、世界が注目する浜通り・福島の産業復興をすべく、 
 以下の財源を十分に確保することが極めて重要。 

○ 『イノベーション・コースト構想（①ﾛﾎﾞｯﾄﾃｽﾄﾌｨｰﾙﾄﾞ、②国際産学連携拠点、③ｽﾏｰﾄ･ｴｺﾊﾟｰｸ、④ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業、⑤農林水産業〔ｽﾏｰﾄ 
 農業、CLT等〕）』は、原子力災害により失われた浜通りの産業基盤や雇用のいわば災害復旧。また、本県の復興に不可欠な廃炉のための 
 ロボット技術等の確立に資するものであることから、「イノベーション・コースト構想」関連事業は復興事業として位置づけ、必要な財源を十分 
 に確保すること。   （参考）ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｺｰｽﾄ構想推進会議（高木経済産業省副大臣・座長） ６月に方針取りまとめ 

① 「イノベーション・コースト構想」実現に必要な財源の確保 

■ 福島特措法（平成24年３月31日施行 平成27年５月7日改正）（抄） 
（研究開発の推進等のための施策） 
第84条 国は、 （略）   再生可能エネルギー源の利用、医薬品、医療機器及びロボットに関する研究開発その他の
先端的な研究開発の推進およびその成果を支援するために必要な措置を講ずる。 

（再生可能エネルギーの開発等のための財政措置） 
第91条 国は、 （略）   再生可能エネルギーの開発及び導入のため必要な財政上の措置、エネルギーの供給源の
多様化のために必要な財政上の措置その他の措置を講ずる。 

■ エネルギー基本計画（平成26年4月11日閣議決定）（抄） 
 
４．福島の再生可能エネルギー産業の拠点化の推進 

 福島においては、世界初の本格的な事業化を目指した大型浮体式洋上風力の実証実験が進められているところ
であるが、これに加え、独立行政法人産業技術総合研究所に「福島再生可能エネルギー研究所を本年4月に開所し、
地熱発電の適正利用・評価の技術や再生可能エネルギーの研究活動を行うこととしている。 
 こうした取組を通じて、福島の再生可能エネルギー産業拠点化を目指す。 

○ 福島特措法に位置づけられ、原子力災害からの復興に必要不可欠な再エネ・医療機器・ロボット等先端産業の研究開発、産業集積につ 
 いては復興事業として位置づけ、必要な財源を十分に確保すること。 

③ 再エネ・医療機器・ロボット等本県の重点産業の推進に必要な財源の確保 

○ 原子力災害により失われた本県の産業基盤や雇用を回復するためには、商工業者に対する事業再開のために必要なきめ細かな支援策、 
 グループ補助金のほか、「企業立地補助金（津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金等）」の継続及び必要な財源を十分に確保すること。 

② 企業立地補助金等の継続・必要な財源の確保 

○ 福島特措法において、県内全域で活用可能となっている復興特区における課税の特例（設備投資促進、被災者雇用促進等）は、平成２８ 
 年３月末までとなっており、本県の産業・雇用状況を踏まえれば、特例措置の期限の延長が必要。   

④ 産業復興のための事業者の課税の特例措置の延長 
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３ 道路等の公共事業について ○ その他 

□ 本県は、県全域において原子力災害の影響（除染、中間貯蔵への搬入、風評被害等）を今もなお受けており、かつ、 
 本県の復興は長期を要することから、今後５年間の負担を極小化すべく、事業費の大きい道路等公共事業について、 
 原則「復興枠」で対応するとともに、必要な財源を十分に確保すること。 

○ 復興枠で実施中、あるいは復興枠と整理された事業を一般会計等に振り替えれば、 
 多額の地方負担が生じ、事業進捗に大きな影響を与えること、また、本県の復興は長 
 期かつ全域に及ぶことから、引き続き「復興枠」とし、必要な財源を十分に確保すること。   

① 社会資本整備総合交付金の「復興枠」による確保 

○ 「相馬福島道路」や小名浜道路を始めとする「ふくしま復興再生道路（８路線）」の 
 整備は、避難地域の復興支援や住民帰還の加速、中間貯蔵施設への搬入、災害時 
 の避難路など、原子力災害特有の課題に対応する上で、特に必要不可欠であるので、 
 全額国庫負担とすべき。 
 

    （参考） ・ふくしま復興再生道路（小名浜道路、県道吉間田滝根線、原町川俣線、小野富岡線、 
            国道399号、114号、288号、349号） 

② 相馬福島道路・ふくしま復興再生道路の全額国庫負担 

○ 避難１２市町村内では、除染の遅れなどに起因する住民の帰還や復旧・復興事業の 
 着手が遅れていることから、避難１２市町村の事業だけでなく、１２市町村内における 
 国・県・市町村に係るすべての事業については、全額国庫負担とすべき。 

③ 避難１２市町村内の県事業の全額国庫負担 

相馬福島道路 
ふくしま復興再生道路 
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３ 道路等の公共事業について ○ その他 

○ 既に基幹事業として認められている事業を始め、効果促進事業については、平成２８年度以降についても、引き続き自治体負担はゼロと 
 すること。 
   （参考）効果促進事業で対応している例 ハード事業：下水道、コミュニティ施設整備 等  ソフト事業：コミュニティ形成事業 等 
 

○ 復興のステージに対応して、効果促進事業費の一括配分の対象事業の追加を行い、基幹事業の３５％相当分を一括して配分するなど、 
 自治体の裁量を拡大し、柔軟な運用を図ること。 

① 復興交付金の効果促進事業 

○ 本県の復興の状況を踏まえれば、復興支援員や風評被害の払拭、地方税の減収補てんなどについては廃止すべき状況にないことから、 
 補助裏分に加え、震災復興特別交付税（単独分）を継続すること。 

② 震災復興特別交付税措置の継続 

○ 取崩し型復興基金は、今後も応急仮設住宅の維持管理や風評対策等の需要が継続してあることから、積増しが必要。 
   （なお、県の基金は、平成２９年度に枯渇する見通し。） 

③ 取崩し型復興基金の積増し 

○ 避難者受入れ関連経費（ソフト分）は、原発避難者特例法等に基づき、平成２８年度以降も財政措置を継続すべき。 
 

○ 避難者の受入れに伴い、新たに病院やゴミ処理等の施設整備を行う必要があることから、これらの施設整備に要する自治体負担はゼロ 
 とすべき。 

④ 避難者受入れに要する経費等に対する財政措置の継続  

○ 帰還支援に向けては医療・介護・福祉の基盤整備が必要不可欠であり、なかでも人材の確保が重要であるが、県・市町村の自助努力で 
 は人材確保には限界があることから、その確保に向けて国による人的支援や財政支援を行うこと。 

⑤ 医療・介護・福祉人材の確保に向けた支援 
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Ⅲ H28-32年度の復興事業・復興財源試算結果のイメージ 

国事業費 
(除染・中間貯蔵等) 

約α兆円 

国事業費 
(立地補助金･直轄道路等) 

約0.54兆円 

県 事 業 費 

約2.13兆円 

市町村事業費 

約0.90兆円 

国直轄事業・東京電力求償分（除染、中間貯蔵等） 

約α兆円 

国直轄事業・復興財源所要額 

約0.54兆円 

県事業・復興財源所要額 

約1.35兆円 

市町村事業・復興財源所要額 

約0.60兆円 

国補助金、復興特別交付税(※)等 

国補助金、復興特別交付税等 

･基金積立金等の取崩による充当 
･国が支出し東京電力に求償(除染) 
              等 

約0.78兆円 

･基金積立金等の取崩による充当 
･国が支出し東京電力に求償(除染) 

                等 

約0.30兆円 

国 

県 

市
町
村 

※国直轄事業の地方負担分を含む 

Ⅰ 試算結果概要 

【趣旨】 
 ○ 安倍総理大臣指示(H27.3.10)を受け、国において５年間の新たな 
   復興財源フレーム策定の動きが加速していることを踏まえ、先んじて、 
   県として、H28～32年度の復興に係る事業の規模感を示すために試算。 

【結果概要】 
 《H28～32年度》国 約0.54+α兆円、県 約2.13兆円、市町村 約0.90兆円 

  合計 約3.57+α兆円（東電求償費や基金積立済み額などを除く復興財源所要額 約2.49兆円） 

 【前回試算との相違点】 

 ・前回（H26.9公表：最低でも約3.9＋β兆円） 
   …『平成28年度以降10年間程度の県・市町村の事業費』 
         β…国直轄事業（国費）(直轄道路事業、直轄除染、廃炉・汚染水対策、津波･原災地域企業立地補助金等) 

 ・今回（H27.4公表：最低でも約3.57+α兆円） 
   …『平成28～32年度５年間の国・県・市町村の事業費』 
         α…方針未定の平成29年度以降の除染や中間貯蔵施設など東京電力に求償する事業 
           （規模感不明確）は引き続き「α」として整理 

 α…方針未定の平成29年度以降の除染や中間貯蔵施設など東京電力に求償する事業（規模感不明確） 

Ⅱ 主要事業 

国 

 被災者支援事業、帰還・再生加速事業 

 企業立地補助金（津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助） 

 イノベーション・コースト構想具体化 
（ロボット、産学官連携、スマートエコパーク、エネルギー、農業等） 

 道路事業(相馬～福島道路、国道６号勿来ﾊﾞｲﾊﾟｽ、ふくしま復興再生道路等) 

 国営追悼祈念施設 

 国直轄除染、中間貯蔵施設整備等［東電に財源求償］ 

県 

 応急仮設住宅・救助費・災害公営住宅等 

 復興人材支援関係（応援派遣職員､相談員､支援員等） 

 中小企業等グループ補助金等 

 営農再開支援、風評対策 

 拠点施設（国際医療科学センター、医療機器開発・安全性評価センター等） 

 道路や河川、農林水産施設等の公共事業(復旧･復興) 

 市町村への除染経費配分［国が東電に財源求償］ 

市
町
村 

 地方税･使用料､国保料等の減収補填(税法､条例､復興特区) 

 住民･避難者の心身のケア､絆の維持､子育て環境の整
備 

 高台移転･災害公営住宅･復興拠点の整備等 

 医療･福祉施設、教育施設の整備等 

 道路や河川、農林水産施設等の公共事業、森林再生 

 東電求償費や基金積立済み額などを除く復興財源所要額 約2.49兆円 

6 
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福島県

「平成２８年度以降の復旧・復興事業のあり方」に関する

市町村長と知事の意見交換会 結果概要

■ 日 時 平成２７年５月２４日（日）午前１０時～午前１１時３０分

■ 場 所 県庁本庁舎５階 正庁

（知事挨拶）

○ 週末のお忙しい中、お集まりいただき、心から感謝申し上げる。

○ 先週１２日に、竹下復興大臣から今後の復興財源のあり方が示された。復興の基幹的

事業に加え、原発由来の事業について、全額国費とされた大枠は評価したいが、細部に

おいてはいろいろと問題点がある。その内容を踏まえて、国に対してしっかりと申すべ

きことを申していかないと、今後の福島県の財源確保に心配、懸念がある。

○ 本日は、皆さんから国の方針に対する率直な、忌憚のない意見をいただきたい。

○ 明後日２６日の復興推進委員会で、県としての意見を申し上げる機会があるので、そ

の場で、皆さんの思いを借りて、財源の確保についてしっかりと訴えてまいる。

○ 昨日まで、いわき市で太平洋島サミットが開催されていたが、福島では初の首脳級の

国際会議であった。そこで、世界の方々が、浜通りの、福島の、そして日本の復興を心

から期待し、応援しているということが伝わってきた。その思いに応えるためにも、今

後の復興の在り方が重要になってくるので、中長期的で、安定的な財源の確保に向け、

しっかりと取り組んでまいりたい。

（飯舘村）

○ 全村避難となり悔しい思いだが、少しでもこの災害を利用・活用する方法はないのか

と考えている。

○ 住民の不満、不安は根が深い。どうも、復興はかなり進んでいるのではないかという

のが全国的な考え方だが、そんなことはない。むしろ原発災害は、ゼロからの復興では

なく、ゼロに向かって不安と戦いながら、しっかりと実情を話し、できることをやって

いくことが必要。震災から５年経った今、汗をかいていることが見えていない現状があ

ることも問題。自分のできることは自分でやるということを考えていく時期になってき

ている。

○ 人手が徹底的に足りない。緊急雇用で助けてもらってきたが、なくなるという不安が

ある。まだまだこれからなので、もう少し続けてほしい。

○ 子どもの教育について、スクールバスなど、いろいろやっていきたい。目を配ってほ
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しい。

○ 復興特交について、先細りになることが心配。焼却ゴミの問題など、受入れてもらう

わけにもいかないので、自前でコンパクトにやっていかないといけない。復興特交でや

ろうと思っていたので、今後ともお願いしたい。

○ 県民が全国各地でお世話になっている。メディア等を使って感謝の気持ちを発信して

いくことが大切。

（新地町）

○ 震災から４年。住宅再建に優先的に取り組んできた。新しい住まいで生活の再スター

トが始まっている。

○ 今まさに復興を進めている中、仕分けされるときつい。平成２８年度以降も基幹事業、

効果促進事業を進めていかないといけない。一部地方負担を撤廃していただくとともに、

集中復興期間の延長を検討してほしい。

○ コミュニティの絆、生業の再生に向け、効果促進事業を使った新たなまちづくりを進

めたい。復興への新しいステージに入ろうとしている今、心の変化、環境の変化に対応

するため、効果促進事業が重要。自治体の一部負担は、撤廃していただきたい。また、

柔軟な対応が必要であることから、事業費の上限枠は撤廃してほしい。

○ 復興交付金について、新たな事業でも、必要なものには交付金が充填されるようにし

てほしい。

○ 緊急雇用創出事業について、切られるときつい。

○ 被災農家経営再開支援事業について、継続をお願いしたい。

（葛尾村）

○ 緊急雇用創出事業では、放射能の測定、ふるさとの絆回復など、様々な事業をやって

いる。４６名を採用し、村内の警戒もしてもらっている。来年度以降、なくなるのは痛

手。葛尾村に帰ってからも必要な事業であり、今後は高齢者の見守り等もやってきたい。

○ 復興交流拠点整備や企業誘致、帰村住民のための公園、住宅整備などを計画している

が、今般改正された福島特措法でプラスされた事業を合わせた４８事業の中で、なかな

か合致した事業がない。国からは、県へ渡した１，０００億円で対応してくれと言われ

るが、それはおかしな話。地元の復興に合った使われ方ができると有り難い。

○ 除染が今年度中には完了する。帰村に向けて新たな村づくりしていきたいので、よろ

しくお願いしたい。

（浪江町長）
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○ 町としては、復旧のスタートラインについたところ。除染は、帰還困難区域以外はや

っているが、進捗率２５％。平成２９年３月末までに終えたいと言っているが、難しい。

○ 上水道の進捗率は４０％。通水可能になってきた。下水道の方は、管がダメになって

おり、終末処理場のある下流から施設を直し、上流に向かて修繕する。先ほど申したと

おり、復旧はスタートラインについたばかり。自治体負担は認められない。基幹事業は、

これまでどおり、財政的には援助するということだが、それ以外のものについても、ぜ

ひ継続するようお願いしたい。

○ 緊急雇用創出事業について、町では、年間約７０名、予算規模約１億円の被災者を雇

用。震災から４年以上経った今も、全国に避難している現状もあり、復興を支える人材

となっているので、緊急雇用創出事業について継続してもらうよう、国に要望してほし

い。

○ 原発被災１２市町村事業については、自治体負担ゼロとされたとことは評価したいが、

１２市町村を含む広域自治体である県が負担を求められるということは、１２市町村に

負担を求めていると同じだ。知事から、福島県全体の負担をゼロにすることを強く要望

してほしい。

○ 地方交付税の算定における人口の取扱いについて、町の現住住民はゼロ。復興を支え

る財源として地方交付税は重要な位置づけであり、住民避難の生活支援等、今後も復興

に向けた幅広い財政需要が見込まれている。国勢調査の算定基礎数値としての取扱いに

当たっては、現在の人口の代わりに避難者数を用いるなどしてほしい。

○ 配布資料２番目「避難者支援」の一番目の項目にある「避難者受入れ関連経費」は、

現在、原発避難者特例法に基づいて措置されているが、表に出ていない。受入自治体と

避難自治体の間に軋轢が生じている。特例法によって、避難者一人当たり年間４万２千

円支払われているが、そのことを町民、市民が明確に理解されていない。年間４万２千

円は少ないと思うが、税金を納めていないということではないので、措置されていると

はっきりと言えるような形にしてもらいたい。

（双葉町）

○ 原子力災害に由来する事業は、被災自治体の負担がないということは評価したいが、

全町避難している同町は、これまで同様の支援スキームが必要。

○ 双葉町は、先週ようやく町内の４％を占める両竹・浜野地区の避難指示解除準備区域

で除染が始まったところ。復興は、平成２８年度からの５年間で完了するものではない。

一律ではなく、状況に応じた柔軟な対応をお願いしたい。

○ 県事業の一部負担により、県全体の事業が縮小されてしまうと、復興の遅れにつなが

る。県事業であっても、できる限り国費対応をお願いしたい。

○ コミュニティ支援のために活躍してもらっている１０名の復興支援員については、復
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興特別交付税で措置されている。来年度以降もよろしくお願いしたい。

○ 緊急雇用創出事業により、県内外で町民対応を実施している。人手不足の中、臨時職

員の存在はかかせない。緊急雇用創出事業が廃止されれば、臨時職員の雇用の財源がな

くなり、支障をきたす。事業の存続か代替措置の確保をお願いしたい。

（大熊町）

○ 被災後の数年間で被災地の状況は大きく変わっている。

○ 集中復興期間の終了後に、事業を精査することは重要だと思う。ただし、大熊町は他

町村に比べ、復興が遅れている。ついては、今後も被災者支援や原子力災害特有の課題

に対応する事業が国の負担で行われるという、１２市町村に対し、特別の配慮があった

ことは、一定の評価をする。個別の状況の違いを認識しながら、広域連携にも重点を置

いて長期的な視点で取り組み、町民が、国や県の姿勢が弱まったと感じないようにして

いただきたい。

○ 廃炉や中間貯蔵施設は、何十年にもわたって向き合わなければならない課題。復興・

創生期間終了後も県として全力で取り組んでもらいたい。

○ 復興事業に関する財源の確保は、引き続きよろしくお願いしたい。

（川内村）

○ 政府発表を見ると、復興は新たなステージに入ったと思う。基幹事業、原子力災害に

由来する事業がどこまでかは、国と被災地・県との間に乖離がある。明確に示してもら

いたい。

○ 緊急雇用創出事業は、ソフト事業の代表選手だ。ハードは我慢できても、直接住民サ

ービスに影響する事業である。新たな制度を立ち上げて、支援を継続してほしい。

○ 避難者受入れ自治体について、新たな財源の持ち出しにならないよう、従来の財政支

援を継続してほしい。

○ 森林除染は、極めて難しい状況になっているが、森林再生事業を展開しながら環境を

整え、結果として線量を下げるしかない。森林再生事業を継続してほしい。

○ 被災者農家経営再開支援事業について、農業が出来るのか、出来ないのかという不安

を抱えている農家が多いので、財源の担保をお願いしたい。

○ 被災自治体だけの財源確保だけでなく、県の事業の財源確保をしっかりと担保しても

らいたい。例えば、県の道路整備に一部負担が生じれば、かなりの金額になる。被災自

治体プラス県へのしっかりとした財政支援を要望してほしい。

（富岡町）

○ 第二次復興計画を６月に策定する予定であり、今年度を「具現化の年」と位置づけて、
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積極果敢に復興に取り組んでいる。

○ 現在、富岡町では、県道広野・小高線の整備、富岡川の河川改良、富岡漁港など県の

事業が目白押しの状況。県の一部負担となれは、財政措置が県に大きくのしかかる。

○ 富岡町では、これから商業施設の整備を生活環境整備として始めるところであり、津

波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金等の財源を活用しながら計画してい

る。財源の確保をよろしくお願いしたい。

○ 一部負担の導入は財政を圧迫し、帰還促進事業の足かせになる。現在８８名を緊急雇

用創出事業で対応してるが、廃止になれば、町に対する大きな痛手であり、町が立ちゆ

かなくなるような状況に陥るので、継続できるよう、声を大きくしていきたい。

○ 原発事故という特殊な事情のある我が町、双葉郡であるので、集中復興期間が今年度

で終わってしまうと、２８年度以降が大変苦しくなる。よろしくお願いしたい。

（楢葉町）

○ ４月６日から準備宿泊が始まっている。そういう中で３点お願いしたい。

○ 緊急雇用創出事業について、楢葉町では、被災者支援や防犯事業を実施しており、必

要不可欠な事業。引き続き、よろしくお願いしたい。

○ 県道広野・小高線の整備がある。県としても整備の推進をお願いしたい。

○ 昨日、双葉広域水道企業団の理事会を開き、財源予測について議論した。双葉広域水

道企業団は、広野・楢葉・富岡・大熊・双葉の５町で運営しているが、原子力災害のた

めに水道事業者が極端に減ってしまった。今後の財政予測を立てると、平成３１年で枯

渇するということが明らかになった。水道事業が立ちゆかなくなれば大変なので、経営

の観点から継続的な財政支援をお願いしたい。

（広野町）

○ 避難指示解除がされてから、間もなく４年。帰還した町民は約４割、３，０００名を

超える方が１Ｆの収束作業に従事。住民の皆さんは怖くて帰れない実情がある。賠償を

始めとして地域格差が生じているなど、新たな歪みから、また新たな問題が生じるので

はないかという思いをしている。

○ 復興は、集中復興期間から復興・創生期間に入っていくところ。前に進んでは、一度

立ち止まって、後ろを振り向いて、様々な施策の整合性を一定の補完をしながら捉えて

いくことが重要ではないか。そこで3点申し上げたい。

○ １点目は、緊急雇用の存続について。町民自らが町の安全を守ろうと、警戒パトロー

ルを実施し、安全安心ネットワークを構築している。そういった現状や個別事情に応じ

て存続していただきたい。

○ ２点目は、原子力被災１２市町村への支援の在り方について。我々、被災地の住民が
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県内外でお世話になっている感謝の気持ちから、浜通りの復興に向けて１５市町村が一

体となって、被災住民に起因する事業を始め、様々な方々の支援について拡大をしても

らいたい。

○ ３点目は、イノベーション・コースト構想について。福島再生可能エネルギー事業の

延長継続を始め、構想をしっかりと位置づけしてもらいたい。相馬地方、双葉地方、い

わき地方が一体となって復興していく、そういった絵姿を見せることで、被災した住民

の方々が帰町を考えられる。イノベーション・コースト構想が、財源措置により、見え

る形になって、次の区域解除になるとか、そういうプロセスが大事なのではないか。

（川俣町）

○ ５年の集中復興期間でどれだけ進んだのかと言えば、除染はまだまだ進んでいない状

況。避難が続いている中で、本当の復興はこれからだと考えている。今般、集中復興期

間の在り方の見直しが行われているが、国の考えと私たちの思いとは離れたところにあ

る。

○ 川俣町では、緊急雇用を避難区域のパトロール等に活用している。緊急雇用の本来の

趣旨は、雇用環境の改善を目的とするものであるが、川俣町では、避難地域のパトロー

ルになくてはならない事業と考えている。

○ また、川俣町を始め、被災市町村共通だが、県の事業を活用して、または県と一緒に

なって、道路整備や農業の復興とか、イノベーション・コースト構想などに取り組んで

いる。国は責任を持って、継続して対応してほしい。

○ 最後に、国は、私たちが安心して、ふるさとの復興に取り組めるよう、そういった環

境を示してほしい。

（南相馬市）

○ 緊急雇用で１３０名雇用している。津波被災地も復旧している最中だから、社会資本

整備総合交付金を明確にしてもらわないと困る。これらの事業が一旦切られるというこ

とは、許されないこと。

○ 県の公共事業に負担を求めることは、地元負担を求めることと同じだ。

○ イノベーション・コースト構想の中で、県事業として位置づけられている藻類バイオ

マスの問題もそうだが、私からも直接国に訴えているが、知事からも意見を出してもら

いたい。再生可能エネルギーも同じ方向性のものであり、イノベーション･コースト構

想も合わせて、地元の再生をお願いしたい。

○ ＪＲ常磐線の復旧なくして、子どもたちの再生はない。小高の高校は、いわき市から、

新地町まで生徒たちが通学していた。子どもたちが通学できない状況でどうするのか。

ＪＲ東日本にも言っているが、一刻も早く復旧をお願いしたい。
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○ 最後に、震災直後から言い続けていることだが、権限と財源を寄越せということ。同

じことを、ずっとやらされている感じがする。必要なことは、きちんと財源をつけるこ

と。

（田村市）

○ 避難指示解除区域の住居、インフラの整備は順調に進んで、住民帰還に向けたソフト

的な対応が必要となる。復興の考え方について、基幹事業や原発由来の事業、１２市町

村に負担を求めないことは評価したい。

○ 一方で、福島県の復興は、被災１２市町村だけでなく、県全体で必要なのではないか。

県事業の一部負担は、その結果、事業が遅くなり、被災市町村に水を差すことになる。

事業主体が県になるか、市町村になるかを問わず、自治体負担を求めないようお願いし

たい。

○ 緊急雇用対策、新しい東北先導モデル事業、これらについては、引き続き必要な事業

だと思うので、継続を求めたい。

（いわき市）

○ いわき市については、特異な状況にある。具体的に２つの例をもって説明したい。

○ １つ目は、公共事業に区分されているゴミ焼却施設の長寿命化事業について。双葉郡

から避難している２万４千人分を加え、いわき市全体のゴミ処理能力が不足。２つある

焼却施設の一つが老朽化しており、廃止するつもりだったが、継続しなければならない。

避難者一人当たり４万２千円の措置はあるが、ゴミに関しては、収集運搬等のソフトだ

けではなく、施設整備等のハードも必要。

○ ２つ目は、小名浜道路。社会資本整備総合交付金だと思うが、県事業主体で福島復興

再生道路に位置づけられており、小名浜港の復興に不可欠。一律的な負担増にならない

ようにしてほしい。

○ 加えて、効果促進事業の一括配分について、自治体の自由裁量となるような柔軟な運

用になるようにしてほしい。

（県町村会（湯川村））

○ 一つは復興財源。県は一部負担という話が出ているが、これから復興ということもあ

り、ぜひ、財源の確保を引き続きお願いすべきだ。これがないと、復興の目標がなくな

る。国は、今までの成果を踏まえて、新たな国の支援の枠組みの検討したいとしている

が、各自治体の意見を十分に踏まえた中で、枠組みをつくってもらわないとダメ。

○ 福島県は、原発の影響が大きい。原発があったために、復興ができないでいる。特に、

道路は、全てが復興の道路だと思うし、中間貯蔵施設に搬入が始まれば、単に指定され
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た路線だけではなく、地方道にも影響してくる。これらについては、十分に配慮すべき。

○ 産業復興は、福島県が復興するには、働く場所の確保が必要。働く場所がなければ、

帰還できない。産業復興ということで、企業立地なり、農林水産業が維持できるよう、

農地を以前のように確保すること。林業の問題もある。難しい問題だが、これらをクリ

アしないと、なかなか帰還できないと思う。

○ 併せて、緊急雇用の問題がある。各自治体で、それを使いながら、復興に向けて取り

組んでいる。打ち切りとなると、今までやってきた事業ができなくなる。確保してほし

い。

○ 最後に、風評の問題。特に、会津地方では、観光の問題が残っている。福島県の農産

物は、安全なわけだが、数値的に安全であっても、安心していない。風評対策は、安全

な数字を提示して、安心してもらえるような体験・体感をしてもらわなければならない。

風評対策についても、国・県で十分な対策を講じてほしい。

（市長会長（相馬市））

○ 復興大臣と議論してきたが、原発については１００％見ますと言っている。問題は、

除染が終わって、ようやく復旧が始まる。その時の復旧事業は全額見てくれというのが

前提であり、その時に大事なのは、基幹事業の定義を明確にすること。

○ 原発関連について、二次的被害の定義が決まっていない。例えば、風評被害。福島県

の沿岸漁業の３分の２が相馬で揚がるが、この魚が売れない。そうすると、仲買だった

り、そこに続く産業が立ちゆかなくなる。二次的被害は、全部見るべき。

○ 基幹事業について、途中のものも全て基幹事業と考えてもらわなければならない。１

１５号バイパスの相馬福島間は、５年過ぎたからなんていうことはダメだ。既に始まっ

たものを途中で財源措置が変えられるなんて、とんでもない話だ。それから、復旧に関

わるもの、災害公営住宅や下水道もそうだし、避難とか、安全・安心に関わる道路整備、

原発のデブリが残っている以上、安全・安心に関わる事業についても、当然基幹事業だ。

○ 心のケアとか、パトロールの人件費は、緊急雇用で見てきたが、なぜ緊急事業と定義

するのか、当初から極めて違和感を感じていた。復興に関わる人的支援、マンパワーの

問題は、声かけなどの孤独死対策やＰＴＳＤ対策とか、マンパワーに関するものは、メ

ニューを変えて、きちんと継続してほしい。

○ 効果促進事業について、地方負担を求めると言っているが、２つに分かれる。一つは、

基幹事業に関するものであれば、効果促進事業であっても全額とすべきだ。

○ 問題は、地方創生に係るような効果促進事業は、１億円では話にならない。例えば、

イノベーション・コースト構想は、ある意味では地方創生になる。イノベーション・コ

ースト構想は、本質的には企業誘致。企業立地補助金は、原発地帯は３／４、その近く

だと２／３、相馬市内は１／２となっているが、企業の損益計算に合致しないと企業は
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来ない。従来の補助率では来ない。企業との戦いだ。地方創生に近くなるので、しっか

りと要請していかなければならない。

○ 各市長の意見を踏まえて、６月１日に復興庁に行ってくる。だいたいの方向性はそう

動かないと思うが、細部をどのように定義するか訴えが必要だと考えている。

（知事）

○ 皆さんの真摯な訴え、「同感」であり、同じ思い。本日は、５９市町村全員が出てい

るわけではないが、５９の自治体一つ一つが、こうした思いを持っているということを

受け止めさせていただき、改めて５点申し上げる。

○ １点目は、基幹事業、原発事故由来の事業は、国庫負担とされたが、その定義の問題。

どこからどこまでが全額なのか突き詰めていかなければならない。

○ ２点目は、緊急雇用が終了されたり、公共事業の一部負担ということになれば、立ち

行かなくなるということも全く同感である。

○ ３点目は、皆さんに御心配いただいているように、１２市町村エリアであっても、県

事業は一部負担を求められるということ。福島県は、財政的に裕福かと問われれば、全

くそんなことない。野田総理の時に相当やったが、１８歳以下の医療費無料化は、結果、

県単費の負担となった。これを続けるのは簡単ではなく、その上に新たに県事業の負担

が加われば、一層厳しくなることを訴えていかなければならない。

○ ４点目は、広域の水道や国勢調査の問題。これらの問題も、全体としての財源の在り

方、復興の在り方を左右する重要な問題。災害がなければ、極端な人口減少がなかった

わけだから、しっかりと国に訴えていく必要がある。

○ ５点目は、気をつけなければならないは、今議論になっているのは、平成２８年度以

降の５年間の話。福島の復興は、悔しいけれど、１０年では終わらない。その先もある。

１１年目以降の財源の在り方、復興の在り方を考えるためにも、今後の５年間をどうい

う発射台にするかは、後世のためにも重要。後世のため、長期的な視点で勝ち取るもの

は勝ち取らないとならない。皆さんの思いを受け止めながら、広域自治体の長として、

国、東京電力と対峙し、オール福島で力を合わせ、復興財源の確保に努めていきたい。

（相馬市）

○ 金曜日にＪＲ東日本幹部と常磐線復旧の話をした。相馬と亘理間は目処が立ったが、

福島県側は明確に言えないという。原因は、線量だというだ。除染を頑張るとは言うが、

皆さんの認識の問題もある。年間３０ミリとか、５０ミリとかあるが、１年間そこに居

て被曝する線量であり、通過する時間は、３６５日分の、２４時間分のとなる。我々の

方の問題でもあるが、「冷静に恐れる」といった放射線教育が必要だ。放射線教育に関

する財源を要望されてもいい。
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○ 閉鎖になっている双葉の准看護学院について、仮校舎で再開ということを申し上げて

いるが、意見がまとまらないらしく、止まっている。その時には、相馬看護を増員をし

たい。南相馬市の看護師不足は深刻。引き抜きとか起こるので何とか対応したい。医療

崩壊の問題が基盤としてあり、看護師の問題は非常に厳しい。そこの支援を県にもお願

いしたい。厚労省や原災本部に言ってはいるが、人材確保までは手が回らないという。

（南相馬市）

○ 加えて言えば、帰還する準備の段階で、医療が整っていないところにどうやって帰る

のかという問題。一昨年から自前で診療体制を整えたりしている。その際に、看護師確

保のため、全国唯一と言っていいぐらい、生活費まで含めた看護師手当を出しているが、

それでも集まらない。国の責任でやってもらわないと、自助努力だけではダメだ。国に

強く申し上げていただきたい。

（飯舘村）

○ 人が足りないのでということで、国、県、各自治体から応援をいただいて助かってい

る。中でも看護師や介護士は少ないから、応援を伸ばして少しずつでも支援がほしい。

○ 国への要望とは違うかも知れないが、フレコンバックの問題。線量は下がっても、フ

レコンバックの山の中に帰れるのかということ。大熊町長と双葉町長に大決断をしても

らった。県も手伝ってもらって、フレコンバックの山を何とかしてほしい。

（川内村）

○ これからの５年間、事業の精査が行われていくかと思うが、復興庁の在り方もきちん

と検証してもらいたい。各省庁ワンストップで判断できない。

（浪江町）

○ 相馬市長から准看の話が出たが、原発事故に由来するものなので、双葉町村会として

も協議して回答を得たい。

（相馬市）

○ 早く結論を出してほしい。２年後の平成２９年４月を目指して。医者よりも、看護師

を確保することの方が１０倍難しい。

（浪江町）

○ 准看の件は、鋭意検討する。

○ １１年目からどうなるのか、非常に重要な問題だ。廃炉の問題は、３０年から４０年
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かかる。復旧でもがいている中、１０年で復興が本当にできるのか。１０年、２０年で

は終わらないということを強く要請してもらいたい。

（広野町）

○ 廃炉事業については、３０年、４０年続けていくための人的資源の確保には、住宅施

策が必要。廃炉事業に関するものは、別途考えた方がいい。

（大熊町）

○ 中間貯蔵施設へのパイロット搬入が始まっている。１年間で終わるのか本当に不安だ。

県にも積極的に入ってもらいたい。地権者交渉の中で不安や不信感がつのっている。全

県的に進めなければならない。

（相馬市）

○ 県に言おうと思っていたが、福島市内では、除染廃棄物のトラック通行に反対の声が

出ている。相馬市は、地域の人は異論を示すかもしれないが、１１５号を通行すること

を了解した。大熊町長、双葉町長は、大変な判断をした。福島市が文句を言えるもので

なく、県がもっと関与したほうがよい。

（知事）

○ 限られた時間だが、大切な、そして貴重な御意見をいただいた。

○ ２つ申し上げたい。１つは、責任ある支援。国も東電もそうだが、原子力災害を引き

起こした当事者として、安定した財源確保は当然。堂々と対峙していく。県が先頭に立

つのも大事だし、市町村も、例えば、緊急雇用では、何人を採用していて、彼らが地元

で良い仕事をしているんだといった具体的なエピソードも踏まえて、県選出国会議員、

マスコミ、全国に訴えることが大事だ。

○ ２つめは、懸命な自立。ともすると１００％だから甘えているという風潮があるが、

そんなことはない。５９市町村、懸命にやっているが、それも訴えていかないと共感を

得られない。島サミットやＤＣなど、いろいろな場面で、分かりやすく訴えていかない

とダメ。明後日の復興推進委員会を始め、あらゆる場面で国に伝え、勝ち取っていきた

い。
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